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資料２－１ 

 

 

 

 

新地方公会計モデルにおける連結財務書類作成実務手引（案） 

 

 

◎ 地方行革新指針により、地方公共団体に対して、基準モデルもしくは総務省方式改

訂モデルによる連結財務書類の整備を要請していますが、財務諸表作成に関する課

題等を調査したところ、連結財務書類作成に関してのさらなる解説を望む意見が多

数寄せられたことから、「地方公会計の整備促進に関するワーキンググループ」では

ＷＧでの議論を踏まえて、「新地方公会計モデルにおける連結財務書類作成実務手引」

としてとりまとめることとしました。 

 

◎ 本手引きは、新地方公会計制度研究会報告書及び新地方公会計制度実務研究会報告

書並びに「地方公共団体財務書類作成にかかる基準モデル」及び「地方公共団体財

務書類作成にかかる総務省方式改訂モデル」に関するＱ＆Ａに記載された内容を分

類整理するとともに、実務に適用するにあたっての留意点にも触れながらより具体

的に解説したものです。 

 

地方公会計の整備促進に関するワーキンググループ 
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Ⅱ 新地方公会計モデル個別論点（基準モデル）               

 

１ 連結特有の考え方について 

（１）のれん（連結調整勘定） 

（２）少数株主持分 

 

２ 法定決算書類の読替（組替）方法 

（１）水道事業 

（２）病院事業 

（３）簡易水道事業（法非適用） 

（４）下水道事業（法非適用） 

（５）介護サービス事業（法非適用） 

（６）国民健康保険事業 

（７）老人保健事業 

（８）介護保険事業 

（９）土地開発公社 

（10）株式会社 

（11）財団法人 

（12）一部事務組合・広域連合 

（13）退職手当組合 

 

３ 一部事務組合・広域連合が総務省方式改訂モデルで作成している場合の取扱い 
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Ⅲ 新地方公会計モデル個別論点（総務省方式改訂モデル）          

 

１ 法定決算書類の読替（組替）方法 

（１）水道事業 

（２）病院事業 

（３）簡易水道事業（法非適用） 

（４）下水道事業（法非適用） 

（５）介護サービス事業（法非適用） 

（６）国民健康保険事業 

（７）老人保健事業 

（８）介護保険事業 

（９）土地開発公社 

（10）株式会社 

（11）財団法人 

（12）一部事務組合・広域連合 

（13）退職手当組合 

 

２ 市町村向け作業用ワークシート（法非適用事業）の取扱説明書 

（１）簡易水道事業 

（２）下水道事業 

 

 

 

 

 

 

 

 
 


